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概要
武器貿易条約（ATT）は締約国が通常兵器を輸出する
際、それらがジェンダーに基づく重大な暴力行為（GBV）
に利用されるリスクを評価した上で武器・弾薬・部品・構
成品の輸出を許可することを義務付けている(UNGA, 
2013, art. 7(4))。本調査報告書では、評価において考慮
すべき点や課題、各国の実施事例と教訓を紹介する。本
調査報告書はATTのGBV関連条項を紐解き、実施に 
あたって指針となる各種資料を検討し、締約国での実施
事例を紹介し、まとめとしていくつか政策について見解
を述べる。

はじめに
ATTは通常兵器の国際移転を規制す
る初めての法的拘束力を持った合意で
あるだけでなく、初めて直接「国際武器
取引とジェンダーに基づく暴力の関連
性を認めた」条約でもある (WILPF, 
2013, p. 1)。締約国が武器、弾薬、部
品、構成品の輸出を許可する前に第7
条4項は以下のことを義務付けている。

「（輸出される）通常兵器（…）
がジェンダーに基づく重大な暴
力行為又は女性及び児童に対
する重大な暴力行為を行い、又
は助長するために使用される
リスクを考慮する。」(UNGA, 
2013, art. 7(4))1

ATT締約国は、GBV条項も併せて
第7条を実施し、武器の受領国のGBV
や女性や児童に対する暴力の記録確
認を含めたリスク評価を通じて、武器
の輸出がATTの条項に違反することが
ないかどうか確認しなければならな
い。こうした評価を行う輸出許可者は、
リソースが限られる中で業務を行って
いたり、明確なガイドラインがなかった
り、標準化され細分化されたデータ等、

主な調査結果 
  本調査報告書の仕上げ段階にある現時点で、通常兵

器が重大なGBV行為に利用される、またはこれを助長
する懸念があるという理由で輸出を拒否したことを明
らかにしているATT締約国はまだない。実際、本調査
で調べた締約国のほとんどは、より明確な形で第7条
4項項の義務を果たすことにも関心を示したものの、
現状では武器貿易条約第7条4項を第7条1項に列記
された行為に含むと解釈している。

  GBVに関する既存の推奨される証拠は多くの場合散
在しており、標準化もされていないため、輸出許可者
が輸出された通常兵器が重大なGBV行為やその助長
に使われるかどうかを特に判断するために必要な情
報が得られることは稀である。

  GBVは現在単独のリスク評価ツールで評価されてい
るわけではないが、それでも、利害関係者が武器取引
のコンテキストで問題をより明確に定義し、ジェンダー
に基づく重大な事件の詳細な現場報告を促し、ATTを
使って各国のベストプラクティスの情報を交換すれ
ば、武器貿易条約はGBV対策の一助となるだろう。

コラム 1 CSP5におけるGBV
関連の主な決定事項
2019年8月に開催されたATT第5
回締約国会議（CSP5）は、ジェン
ダーとGBVの問題に焦点を当て、
第7条4項の実施を支援し、より幅
広くGBVに対応するために、下記
の内容を含むいくつかの意思決
定を行った。

  ATTの枠組みの中でジェンダー
由来の武力を伴う暴力につい
て利害関係者らの理解を向上
させるため、調査研究の支援を
呼びかけた

  研修ガイドの作成も視野に、第
7条4項を効果的に実施するた
めの各国の解釈や実践の例の
共有を推奨した

  リスク評価を行う際の参考資
料一覧を更新し、ATTの枠組み
の中でGBVや女性や児童に対
する暴力についてNGOが作成
した資料や、国連と赤十字国際
委員会（ICRC）が紛争下におけ
る性暴力について記した資料
を追加 した(ATT Secretariat, 
2019a, pp. 4, 50–51; 2019b, 
para. 22)
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判断基準となる十分な証拠を入手で
きなかったりすることが多い (WILPF, 
2016, p. 54; Stimson Center and 
IHRC, 2021, p. 6)。

CSP5からこうしたギャップ（コラム 
1参照）を埋める努力が推奨されてい
ることから、本調査報告書は、輸出許
可者の業務に焦点を当てながら、ATT
締約国の第7条4項の実施について、利
害関係者の理解を向上させることを
目的としている。

本報告書はまずATTにおけるGBV
の背景を整理し、市民社会が作成した
実施手引書を提示し、条約の効果的な
実施のための作業部会（WGETI）が推
奨する一般公開されている資料を紹
介する。これらの情報を活用し、推奨さ
れた資料の中から、本報告書はATTに
関連性のあるGBVの事例を見つけ出
し、輸出許可者の業務にどれだけ役立
つかを検証する。最後から2番目の節
では、ATT締約国のGBV関連条項の実
施についてその課題として一般公開さ
れている報告の分析と、締約国10か国
の重要情報保持者へのインタビュー
から得られた結果を提示する。最後
に、本調査報告書は、これらの結果を
今後GBVへの取り組みにどう活かして
いけるかを考察する。

本調査報告書で取った焦点を絞っ
たアプローチでは、その対象をATTの
枠組みにおけるGBV（およびGBVの一
形態としての女性に対する暴力）に限
定している。つまり、加害者が通常兵器
を使って行うか、通常兵器によって助
長されるGBVが対象である（下記「重
大なGBV行為を「行う」と「助長する」
について理解する」の項を参照）。児童
に対する暴力の問題に関連する手引
書、情報源、実施例は分析していない。
女性を児童と同等に扱うならば、女性
が弱く、無力で、主体性がないという印
象を与え、また、女性・児童双方に対す
る暴 力 のより良 い理 解 を妨 げると 
考えるからである (Acheson and 
Gandenberge, 2015, p. 6) 。児童に対
する暴力はそれ自体が別の研究分野
であり、別の法的枠組みの中に位置付
けられていることから、別の調査が必
要である。

同様に、本調査報告書は、女性差
別撤廃条約などATT締約国が他の条
約の下でGBV関連の法的義務を負っ
ている場合もあることを認識している
ものの(UNGA, 1979)、ここでは輸出許
可者がATTの枠組みの中で、特にどの
ように輸出許可に関する意思決定を
行い、業務に当たればよいかという点
に焦点を当てている。

ATTのコンテキストにお
けるGBVを理解する
国は、国際条約の条項を分析し、実務
者が業務を行えるよう枠組みを制定す
るためにその条項を国内の慣行に適
用する。この過程は、ATTにおいては、
武器輸出許可者が輸出のリスク評価
を行うための指針を定めることであ
る。本節では、ATTのGBV条項の主な
要素を見直す。

ATTのGBV関連条項
GBVは、輸出の評価に適用される

ことから、ATT第7 条4項に明記されて
いるだけでなく、第6条の条禁止、第11
条の流用、においても示唆されている。

締約国は、重大なGBVが第6条3項
に列記された犯罪に相当するか、その
一因となり2、その締約国が義務を負う 

「国際合意に定める他の戦争犯罪」の
「実行」に使用されるであろうことを 
「許可を与えようとする時において知っ
ている場合」、通常兵器、弾薬、部品、
構成品の移転を許可してはならない。
第6条3項を理由に輸出、通過、仲介を
許可しない場合には非常に高い証拠
基準が設定されており、最も悪質な犯
罪状況にのみ適用される(Clapham 
et al., 2016, para. 7.38)。

第7条1項(b) は、輸出される品が、
より広い範囲の国際人道法（IHL）およ
び国際人権法（IHRL）の重大な違反を
犯し、又はこれを助長することに利用
される可能性を評価することを、締約
国に義務付けている。ただし、これは
輸出の許可の際に限定され、通過や仲
介の許可の際には適用されないこと
には、注意が必要である (Clapham et 
al., 2016, para. 7.38)。 第7条3項は、
さらに、第7 条1項に列挙されているい
ずれかの否定的な結果を生ずる著し
いリスクが存在すると認める場合に
は、「当該輸出を許可してはならない」
と規定している(UNGA, 2013, art. 
7(3))。

第7条4項がATTの中でGBVを主に
扱った条項である。この条項は、輸出
のリスク評価を行う締約国が、輸出す
る物品が「ジェンダーに基づく重大な
暴力行為又は女性及び児童に対する
重大な暴力行為を行い、又は助長する
た めに」使 用されるリスク( U N G A , 
2013, art. 7(4))、特に第7条1項（b）に
列記された違反行為のために使用さ
れる危険性を考慮すること3を義務付
けている。この条項は、第6条3項より
も範囲が広いと感じられるかもしれな
いが、締約国にGBV関連リスクを「考
慮する」ことを要求するにとどまり、こ

うした危険性を把握した場合に第7条
3項のように「輸出を許可してはならな
い」とまでは定めていない。

ATT第11条で定められている流用
のリスク評価義務においても、GBVを
含め第7条に挙げられたリスクが潜む
可能性について考慮すべきである、と
いう主張もある (Clapham et al., 
2016, para. 7.07)。

ATT第7条4項の適用にかか
わる主な用語と概念
本節では、GBVの概念と第7 章4項の実
施にかかわる法律用語を解釈しようと
する試みを簡単に紹介する。これらの
概念や用語は本調査報告の主題では
ないため、ここではその後の節で議論
する課題にのみ触れることとする。 

ATTのコンテキストにおける
GBVを理解する 

ATTのコンテキストにおいてGBV
が何を意味するのか、を理解するのが
難しい最大の理由は、GBVについて国
際的に採択又は共有された法的定義
がなく(Vestner, 2019, pp. 5–6)、「ジェ
ンダー」という文言の普遍的な定義さ
え存在しないからである。

機関間常設委員会（IASC）4 はGBV
を「社会的に男女に帰せられる理由 

（性差）で当人の意志に反して加えら
れる有害な行為全般を指す用語」と定
義している(IASC, 2015, p. 5) 。このジ
ェンダーの概念は、例えば「ジェンダ
ー」を「社会における2つの性、男性と
女性」と定義するローマ規定とも一致
する(ICC, 2011, art. 7(3))。さらに、 
IASCによるGBVの包括的な定義は、レ
イプ、性的暴行（紛争下での性暴力を
含む）、親密なパートナーによる暴力
や家庭内暴力、強制結婚や児童婚、女
性器切除、性的人身売買、女性嫌悪殺
人を含む殺人など、GBVの定義に含ま
れ得る幅広い形態の暴力行為を認識
するものである(WHO, 2012参照) 。女
子差別撤委員会（CEDAW）の一般勧
告第19号は、ジェンダーに基づく暴力
は 女 性 に対するものと定 義するが 
(CEDAW Committee, 1992, art. 1ff)、 

「暴力」の定義は広く、生命の権利、平
等な保護に対する権利、身体の自由
及び安全に対する権利、家庭における
平等に対する権利、到達可能な最高
水準の身体的及び精神的健康に対す
る権利、公正な労働条件に対する権利
を含む権利の女性による享受を害し、又
は無効にする差別であるとみなしてい
る (CEDAW Committee, 1992, art. 7)。
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上述の定義はジェンダーを二項概
念（男性と女性）で捉えているが、より
広い概念を提唱する団体もある。例え
ば婦人国際平和自由連盟（WILPF）の
プログラムの一つであるリーチング・
クリティカル・ウィルはGBVを次のよう
に定義している。 

「被害者の性別、あるいは社会
における性的役割に基づき、ジ
ェンダーアイデンティティ（女
性、男性、インターセックス、トラ
ンスセクシュアル、又はトランジ
ェンダー）と関連して行われる
暴 力 」( A c h e s o n  a n d 
Gandenberge, 2015, p. 5)

この著者らはさらに、暴力には4種
類、つまり、性的暴力、身体的暴力、心
理的・精神的暴力、社会経済的暴力が
あるとする。

他の定義ではジェンダーに基づく
暴力の背景にある不平等な力関係に
特に着目するものや、GBVの例とされ
る行為には必然的に強制を伴うこと
を強調しているものもある(UNHCR, 
2011, p. 6)。ICRCは次のように記して
いる。

「GBVが他の形態の暴力と異な
るのは必ずしも行為自体の種
類ではなく（…）、その暴力行為
が『ジェンダー特有的』、すなわ
ち個人の性別及び／又は社会
的に構築されたジェンダーの
役割に起因して個人に対して
行 わ れる点 に ある」( I C R C , 
2019, p. 4)

国連人権高等弁務官が2011年に
人権理事会に提出した報告書は、こう
記している。

「レズビアン、ゲイ、バイセクシャ
ル、トランスジェンダー（LGBT）
の人を含むすべての人々に、生
命および人の安全の権利に関
するものを含め、国際人権法に
よる保護を享受する権利があ
る」(UNHCHR, 2011, para. 5)。 

「重大な」GBV行為とは何か
を理解する

リスク評価をする上で、国は「重大
な」GBV行為という点に留意しなけれ
ばならない。該当する行為はATT第7
条1項に挙げられているような「重大
な」国際人道法又は国際人権法違反、
国際組織犯罪、或いはテロ行為に相
当 す る も の で な け れ ば な ら な い 
(Clapham et al., 2016, para. 7.99) 。

国際人道法は、その「重大」な違反

とは、交戦国又は交戦団体の正当性
には関係なく、国際的又は非国際的な
武力紛争、場合によっては占領の状況
下において発生する行為であると定義
している(ICRC, 2012; n.d., art. 2; 
Sassòli, 2007)。紛争中又は紛争後は
性的暴力が広く行われていることか
ら、こうした重大な国際人道法違反を

「性的暴力とジェンダーに基づく暴力」
と呼 ぶ 方 が 良 いとする団 体 もあり
(UNHCR, 2011)、性的暴力はGBVの一
種であると一般的に理解されている
(IASC, 2015, p. 322)。したがって、GBV
についてある程度具体的に理解してお
くことは、ATTの第6条3項ならびに第7
条1項の実施に役立つ。

一方で、国際人道法に比べ、特に
紛争時以外を含め、より広い状況下に
おいてすべての人々を保護する法であ
る国際人権法の「重大な」違反は、そこ
ま で 明 確 に 定 義 さ れ て い な い 
(Clapham et al., 2016, para. 7.50)。 
GBVの概念について、締約国間で解釈
が異なり、その理解に相違がある可能
性はあるものの、ATTが締約国に課す
リスク評 価 を行う義 務 は ゆるぎな
く、GBVの解釈や理解の相違に影響さ
れない(ICRC, 2019, p. 2; Vestner, 
2019, pp. 5–6)。

重大なGBV行為を「行う」と「
助長する」について理解する

「行う」は概念としてかなり単純で
あるものの、「助長する」の意味し得る
ところは、より曖昧である。武器を使用
して重大なGBV行為を「助長」すると
は、実際の違反行為から一歩または二
歩以上手前である可能性があり、リス
ク評価を行う際には、より広い範囲で
武器の輸出を許可すべきではないよう
な行為の可能性を考慮しなければな
らないことを意味する(Clapham et 
al., 2016, para. 7.35)。ATT第1条5にあ
る、この条約の目的と趣旨がこの広い
解 釈 を 支 持 す る と 言 わ れ て い る
(Control Arms Secretariat and 
IHRC, 2019, p. 6)。

重大なGVB行為について、「助長」
は、「実際に引き起こされた被害には
微々たる影響しか与えなかったとして
も」、違法行為には著しく寄与している
必要がある (Clapham et al., 2016, 
para. 7.37)。「助長」と言える状況とし
ては、通常兵器を使ってその後に処刑
するために人々を集合させたり、恣意
的に拘留した人々を見張ったり、一般
的な拘留の状況が含まれる。そうした
状況下では性的暴力が行われること
が非常に多い。(Clapham et al., 2016, 
para. 7.35)。その他の状況でも、加害
者が通常兵器を手にすることで暴力

が増長したり、加害者が大胆になった
り、被害者をさらに委縮させたりする
こ と が あ る ( C o n t r o l  A r m s 
Secretariat, 2019, p. 6) 。このため、場
合によって武器は主要な行為の「付随
的要因にすぎず、実際の被害にはほと
んどあるいは全く影響を与えていない
ということもあり得る」 (Clapham et 
al., 2016, para. 7.36)。

「著しいリスク」の概念を理
解する

「著しいリスク」の概念とその法的
解釈は、ATT第7条でよく「論じられ、物
議をかもす」点である(Clapham et 
al., 2016, para. 7.17) 。その正確な意
味は、自明でもなければ、国際法の中
で 確 立 さ れ て い る 概 念 で も な い
(Clapham et al., 2016, para. 7.91)。
この概念に関する論争は、主に「武器
の移転に伴い期待される肯定的な結
果が（…）国際人道法、国際人権法の
重大な違反や特定のテロ行為などに
悪用される可能性を上回る可能性が
あ る と い う 事 実 に 端 を 発 す る 」
(Clapham et al., 2016, para. 7.93)。
赤十字国際委員会（ICRC）は、著しい
リスクを、「明確な」あるいは「実質的
な」リスクと解釈することは、人の苦し
みを軽減するという条約の目的と趣旨
に合っていると述 べている( I C R C , 
2017, p. 36) 。

ベスナーの研究では、対象とした
58の締約国のうち35か国が第7条のリ
スク評価の一貫として軽減措置を考
慮していることが分かった(Vestner, 
2019, note 31)。これは「著しいリスク」
の3つ目の解釈として注目されている。
つまり、第7条2項6の下で軽減できない
ようなリスクは、第7条1項に該当する
リ ス ク と な る と い う こ と で あ る
(Control Arms Secretariat and 
IHRC, 2019, p. 10)。市民団体（CSO）
とICRCの双方が、そのようなリスク軽
減措置の例を挙げて指針を出してい
るが、条約自体には、そのようなリスク
軽減措置を定義づける特徴は明記さ
れていない(ICRC, 2017, p. 38)。

実施要領を見直す
前節で述べたように、ATTのコンテキ
ストにおけるGBVを理解するのは容易
ではない。それでも締約国がGBV関連
のリスク評価ができるように、本節で
は、情報源や指針となる文書など、輸
出許可者が活用できるリソースを紹介
する。
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市民社会が作成した実施要
領を調査する

コントロール・アームズ、ハーバー
ド大学法科大学院国際人権クリニッ
ク（ I H R C ）、スティムソン・センタ
ー、WILPFをはじめとする複数の団体
が、重大なGBV行為の一覧、関連リス
クを評価する指標、リスク評価手法の
構築に使い得る情報源など、ATT第7
条4項の実施要領を発行している。

WILPFの実施要領には、ジェンダ
ーに配慮したリスク評価を行うための
詳細な質問集が含まれる。輸入国に
お け る 重 大 な G B V 事 件 へ の 対
応、GBVから個人を保護するために国
際的な基準を国内法に取り込んでい
るかどうか、治安部隊に対する研修と
全体的なアカウンタビリティと、武器
の使用が国際人道法や国際人権法に
即していることを保証する国家の能力
を評価することを念頭に作られた質
問集である(WILPF, 2013, p. 3; 2016, 
p. 7) 。コントロール・アームズは、第7
条4項のGBV条項を実施するための、
効果的なリスク評価の四段階手法を
構築した（図1参照）。これには、第7条
1項に挙げられたリスクの軽減措置の
考慮も含まれている (Control Arms 
Secretariat, 2018, p. 5) 。同様に、ス
ティムソン・センターとIHRCも、輸出
許可者がリスク評価を行う際に「情報
源」に尋ねるべき質問と、その回答を
どう活用すべきかをまとめている。「情
報源」は輸出許可者自身の国の政府
関係者（例えば特定国の担当者や大
使館職員）、あるいは政府間組織の職
員、同盟国政府の職員である場合も

ある） (Stimson Center and IHRC, 
2021, p. 3)。7

さらに、市民団体はGBVのリスク評
価の実施に関するワークショップや研
修も行ってきた。コントロール・アーム
ズとスティムソン・センターはそれぞ
れ、輸出担当者向けのそのような研修
を、東欧で2019年と2021年に開催し
ている(Control Arms, 2019; Stimson 
Center, n.d.)。また、コントロール・ア
ームズとWILPF がCSP5で発表した資
料は、重要で深刻なGBV行為を幅広く
取り上げている。しかし、それらの行為
の中には、締約国によっては「重大な」
国際人道法・国際人権法違反とは国
内で解釈していないものもあった。そ
の上、輸出管理局がコントロール・ア
ームズやWILPFが挙げたような行為に
対するリスクを判断できるような証拠
は、あまりないかもしれない(Fabre, 
Giezendanner, and Holtom, 2021)。

加えて、NGOは輸入国のGBVに関
する統計の全般的な確認に力を入れ
がちであるが、締約国は、輸出許可を
判断する上で個別のGBV事件を調べ、
その行為の重大さ、加害者、使用され
た武器を確認することの重要性をしば
しば強調している。本調査で聞き取り
を行った締約国によれば、この2つの
手法を組み合わせることが一般的で
あるようだ。国家レベルのデータの傾
向やパターンは、特定の国に武器を輸
出した場合に想定されるリスクの種類
の全体像を把握するのに役立つ。同時
に、個別の事件を検証し、リスク評価
基準に照らして最終使用者の記録や
輸出予定の武器の種類を精査するこ
とで、武器を移転した場合の具体的な

リスクを特定できる。NGOの実施要領
は国家レベルの評価に焦点を当てて
いることが多く、事件ベースの手法に
は合わない。このため、本調査は、輸出
管理リスク評価の中でも個別の事件
の方に焦点を当てることとする。

条約の効果的な実施につい
ての作業部会の実施要領を
適用する

ATTの効果的な条約の実施につい
ての作業部会（WGETI）も、輸出許可
者がリスク評価を行う際には、各種の
非公開及び一般公開資料を用いるこ
とを推奨している。WGETIが推奨して
いる非公開資料の例は、政府機関、大
使館、外国政府の報告書等である。推
奨している一般公開資料には、国連や
NGOのリソースや資料、例えば国連機
関、ミッション、または専門家パネルが
まとめた武器禁輸関連の資料で、特に
GBVに関係し、武器関連や人権関連の
題材を含むもの、その他各種情報源か
らの情報などがある8 (ATT Secretariat, 
2019a, Annex B, pp. 48–51)。

本項では、WGETIの推奨する指針
や資料が、申請されている武器を使っ
てGBVが行われるか助長されるリスク
を輸出許可者が判断できるだけの、通
常兵器の絡むGBVのパターンの例を十
分に網羅しているかどうかを検討す
る。そのために、著者らは紛争の影響
下にある国と、紛争はないが殺人の多
い国を選定した。そして、上述の定義や
指 針 を、地 元 メディア の 報 道 を 含
む、WGETIが推奨する資料の中で入手
可能で関連するすべての一般公開資
料に当てはめてみた。上述した通り、本
調査は個別の事件に焦点を当ててお
り、著者らは、輸出許可者の立場で物
事を見るために、推奨された情報限の
資料を精査して、以下3つの条件を満
たす事件を特定しようとした。

1. 重大なGBV行為であること
2.  加害者が特定できた事件であること
3.  行為又はその助長に使われた物の

種類が特定できた事件であること

この過程により、許可者が第7条4
項の要件を実施するために関連する
情報を得られる情報源を見直せただ
けでなく、推奨された豊富な資料にも
かかわらず、3つの条件をすべて満たす
事件を見つけるのが困難であることも
浮き彫りになった。

本調査で調べた国連の資料のほ
とんどは、3つの条件をすべて特定でき
るような情報を載せていなかった。中

図 1 コントロール・アームズによる第7条4項の実施のための四段階手法

第一段階

第二段階

第三段階

第四段階

どのような種類のGBVがATT第6条3項又は第条1項の違反行為に当たる
のかを明確にする。

（1）第一段階で挙げた違反行為のうち輸入国で多くみられるものはどれか、 
（2）輸入国にGBVを防止・処罰する能力がどれだけあるか、（3）移転する武

器や物品、その最終使途と最終使用者がATTに照らして正当かどうか、を明
確にする。

第2条1項、第3条、または第4条に列記された移転しようとする武器や物品
が、第二段階で特定したGBV行為を行う、または助長するために利用され
る著しいリスクがないかどうか、を明確にする。

第三段階で特定した第7条1項のリスクを、十分かつ大幅に軽減する措置や
他の手段が講じられているかどうか、を特定する。

出典：コントロール・アームズ事務局(2018, p. 5)
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には重大なGBV行為に関する記述と、
重大なGBV行為の明確なパターンに
対して国家レベルで取られた措置に
ついて書かれたものはあるが（コラム 
2参照）、これらの行為を行うか助長す
るために使われた通常兵器について
十分な情報まで提供している資料は、
ほとんどなかった。例えば、女子差別
撤廃委員会（CEDAW）の定期報告書
の中には、ATTに関連するGBVについ
て最終見解を出しているものもある
が、これらはたいてい輸出国がより厳
しく調べるべきであるといった一般的
な勧告の形を取ることが多く、GBVを
行うか助長するために使われた武器
について、事件の個別具体的な情報ま
では提供していない。9

輸出許可者がリスク評価を行う際
には時間と予算の制約があり10、輸出
した通常兵器が重大なGBV行為を行
う、または助長するために使われるリ
スクを示す信頼できる証拠を探すため
に、必ずしも複数の散在する国連文書
を確認できるわけではない。このため、
国連女性機関の女性に対する暴力の
グローバルデータベースのようなデー
タベースは、輸出された武器が重大な
GBV事件に使われるリスクがあるかど
うかを評価するための信頼性の高い証
拠をワンストップで探せる便利な情報
源となり得る。このデータベ ースに
は、GBVに関する国連の文書が集めら
れているからだ(UN Women, 2016)。
ただし、このデータベースは2016年か
ら更新されていないようである。国連
女性機関の、女性と女児に対する暴力
撲滅のためのバーチャルナレッジセン

ターは、証拠に基づくプログラムの実
践のために利用することを意図したも
のであるが、ATTのGBVリスク評価のた
めに効果的に使うには、情報が不足し
ている (UN Women, n.d.)。

本調査で調べたNGOの報告書もま
た、輸出された武器が重大なGBV行為
を行ったりそれを助長したりするため
に使われるリスクがあるかどうか、事
件ベースで判断するには不十分であ
る。例えば、WILPFは「人権やジェンダ
ーに基づく暴力に関する報告は、それ
に関わる武器に注目できていないこと
が多く、情報が集約されたレポジトリが
ない」としており、各団体に「武器、武装
勢力とGBVの関係性」に着目するよう
呼びかけている (WILPF, 2016, p. 54)。

しかしながら、アムネスティ・インタ
ーナショナルやヒューマン・ライツ・ウォ
ッチ（HRW）などの国際NGOや、地元の
NGOは、GBVを含む特定の人権蹂躙に
ついて、上述した3つの条件（GBVの行
為、加害者、使用された武器）を含む情
報を提供することができるし、実際提
供している (HRW, 2017参照)。この種
の証拠は被害者の証言に依存すると
ころが大きく、輸出許可者には貴重な
情報となり得るが、これにも限界があ
る。国際NGOによるモニタリングと報
告からGBVの観点が一般的に欠如して
いる状況を改善するため、2020年初頭
にWILPFがジェンダーと武装解除デー
タベースを立ち上げ、ATTに関連する
GBVを含むトピックについての一般公
開情報（国連文書、NGO報告書、ポリシ
ーブリーフ、メディア報告書等）を広く集
めている(WILPF, 2020) 。

WGETIの推奨する、もう一つの、よ
り一般的な情報源であるが、 本調査で
は、国内メディアの情報が、紛争下にな
い場合の重大なGBV行為について、豊
富な情報源になり得ることが明らかに
なった。これは、インターネットでいつ
でもアクセスができ、そうでなくても現
地の大使館から入手することができ
る。国内メディアの強みは、最新情報に
アクセスできることである。国内メディ
アの情報は、輸出許可者がリスク評価
を行う際に最初に確認する情報源とな
り得る。ただし、国内メディアの情報に
頼る場合には、申請が却下された場合
に不服申し立ての訴訟を起こす企業が
これらの情報源の信ぴょう性や信頼性
を争ってくる可能性があるため、注意が
必要である。このため、本調査では、国
内メディアから得られた事例は、表1の
例に入れていない。

GBVとデータの課題
暴力行為を理解し、モニタリング

し、対処するためにはデータが重要で
あるが、GBVは報告されないことが多
く、記録も散発的であり、結果、データ
にギャップがある(WILPF, 2016, p. 12; 
Serrano, 2019, p. 30)。司法アクセスの
欠如、ジェンダー不平等、不名誉、偏見
を持った法執行者、報復の恐れ、二次
被害などの理由により、被害者は自身
の受けたGBV被害を報告することが少
ない (HRW, 2017; Serrano, 2019; 
Jamaica, 2020)。このため、重大な
GBV行為、またはその助長について、加
害者と使われた武器別に整理された
データを見つけるのが困難なのも当然
である。

CSP5は締約国に「ATTの枠組みの
中で、武力を伴う暴力に対するジェン
ダー由来の影響について理解を向上さ
せる研究の支援を」し、「武器を用いた
暴力や紛争の被害者に関するジェンダ
ー別データを」収集し、公開すること を
推奨している (ATT Secretariat, 2019b, 
pp. 5–6) (コラム1参照)。例えば、スペイ
ンの家庭内暴力・ジェンダーに基づく
暴力監視団、ジャマイカの犯罪監視団、
アルゼンチンの女性嫌悪殺人全国登
録制度などは、重要な取り組みと言え
る(Jamaica, 2020, para. 44; 
Argentina, n.d.; Spanish General 
Council of the Judiciary, n.d.)。しか
し、通常兵器を使った重大なGBV行為
又はその助長（特に後者）の事件を系
統的に収集し、標準化されたデータと
して提供するには、まだまだ努力が必
要である。通常兵器の使用も含む様々
な形態の致死的な暴力11については性
別ごとのデータ収集の状況は改善して

コラム 2 GBVに対する締約国の対応
上述した通り、輸出許可者のリスク評価業務には、通常兵器がGBVの実行また
は助長に使われるリスクの軽減措置を考慮することも含まれることがある。こ
のため、締約国が重大なGBV行為のパターンを防止したりそれに対応したりす
るために講じている措置は、輸出許可者には有益な情報となり得る。警察官、
軍人、その他武装した治安部隊によるGBVに対処するために国家が講じている
措置には、以下が含まれる。

  国の法律を改正してGBV犯罪を盛り込み、適正な処罰が下せるようにする

  警察官、軍人、治安部隊の犯したGBVに対処する戦略を立案し、適用する

  GBV事件に対処できるよう、軍人や刑事司法関係者に研修を行う

  GBV対策に取り組み、GBV犯罪を起訴する政府機関、組織、又はオンブスパ
ーソンを設置する、そして、

  GBV関連情報を含む情報管理システムやデータベースを開発する (UNSC, 
2018; 2019; Honduras, 2020; Jamaica, 2020参照) 

同時に、これら各種の公的で組織的な仕組みは重要であるが、上述した報告書
はこうした仕組みが効果的に導入・施行されているのか疑問を投げかけ、その
効果をモニタリングし、評価する必要性を訴えている。



8 調査報告書 2022年3月

スク調査を行う者のニーズを満たすこ
とはできない。後者の場合は具体的な
事例を精査する必要があるからだ。こ
れには、ジェンダーに基づく暴力の情
報管理システム（GBVIMS）の一環とし
て開発された、事件報告ツール等が役
に立つかもしれない（コラム 3参照）13。 
GBVIMSの事件報告フォームは、GBV
事件報告の収集を標準化しようと試み
たものであり、行為と加害者の種類（警
察官、軍隊の構成員、民兵等）の情報も
含まれるが、武器が使われた場合にそ
の武器の種類を記入するための欄が
ない。その情報があれば、輸出許可者
が輸出のリスク評価を行う際に、系統
的に明確にGBVの加害者を特定でき
ないという、現状の課題を解決するの
に役立つだろう。 

GBVに使用された武器を特
定する

推奨される一般公開情報を使う上
で問題となるのは、GBVIMSでも指摘
している通り、一般公開情報では、GBV
の行為やその助長にどの種類の通常
兵器が使われたかが明確にされてい
ないことである。この情報は、事件ベー
スのリスク評価をする上では重要な情
報である。本調査報告書は、推奨され
る一般公開情報を見直す中で、ATTの
対象外となる様々な武器、例えば刃物

（包丁、山刀等）や鈍器（野球のバット、
警棒、金槌など）が、紛争地と非紛争
地の両方において、GBVの行為やその

表 1 WGETIが推奨するオープンソースに見られる、3つのパラメータを含むケーススタディの例

GBV行為 加害者 使用された武器

国連報
告書

ベネズエラで逮捕時に男性に対して行
われたレイプ（2014年）

防衛・治安部隊：ボリバル国家警備隊
員

ライフル（銃身）(UNGA, 2020, para. 
1589)

中央アフリカ共和国の病院における、
女性、男児、女児の殺害（2017～18年）

武装勢力 銃／銃撃 (UNSC, 2018, annex 8.5)

コンゴ民主共和国における女性と女児
のレイプ（2019～20年）

新生ンドゥマ・コンゴ防衛、変化のため
の防衛、ルワンダ解放民主軍、コンゴの
自由と独立のための愛国者同盟と繋が
りのある武装戦闘員

不明 (UNSC, 2020, p. 149) UNSC 
(2020, pp. 31–37) 報告書には、武装戦
闘員によるレイプ行為と、この武装グル
ープが使用する各種通常兵器の記述が
あるが、この報告書の中では、レイプ行
為の際に加害者がこれらの兵器を保持
していたかどうかは明記されておらず、
使われた武器の種類が特定できたとは
言えないという見方もできる。

NGO
報告書

カメルーンにおける、若い女性に対する
レイプ未遂と身体的暴行（2017年）

防衛・治安部隊：警察官 拳銃を用いて脅し、被害者に向け発砲
(WILPF, 2019, p. 1)

中央アフリカ共和国における、女性に
対するレイプとその10歳の息子の殺害

（2017年）

武装勢力隊員：セレカ・フラニ戦闘員 
2名

銃器（「彼の脇腹を銃撃」の記載より） 
(HRW, 2017, p. 66)

コラム 3 GBVIMSの目的と限界
GBVIMSの目的：

人道分野におけるGBVに関するサービス提供者が収集するデータを統一
し、GBVサービス提供者がデータを収集、蓄積、分析でき、報告されたGBV
事件のデータを安全で倫理的に共有できる簡易なシステムを提供するこ
と(GBVIMS, 2010, p. 1)

GBVIMSの4つの主なツール：

  入力フォームと同意書（事件を報告するための入力フォームと、自分に起き
た事件の情報がどのように利用され、他の組織や関係者に共有されるかを
制御する、「生存者の権利を尊重する」同意書）

  GBV分類ツール（事件を分類するための世界的に標準化されたシステム）

  事件記録（収集したGBVデータをまとめて記録・保存するエクセルのデータ
ベース）

  情報共有プロトコルのテンプレート（報告されたGBV事件を他の人道機関と
どのように共有するかについて、規則を記したもの）(GBVIMS, n.d.b)

GBVIMSは「人権モニタリング、研究者、調査実施者にはふさわしいツールでは
なく」、「報告された事件の情報のみ記録されている」ため、「ある国でどれだけ
実際GBVが蔓延しているか」、分かるものではない。この情報は非公開で
(GBVIMS, n.d.a)、各事件において使用された武器に関する情報もない。それ
でも、GBV事件の情報収集手法として31か国12で導入されており、GBVを報告
した人を保護するプロトコルがありながら、関連のデータは、人道機関のプロ
グラム促進のため、人道機関に共有できるようになっている。GBV事件で武器
が使用された証拠があれば現在のナレッジギャップを埋めることができるた
め、GBVIMSの仕組みを見直して、通常兵器の輸出許可者にもデータを共有す
ることを検討する余地はあるかもしれない。

いるものの、傷害事件についてはそう
とも言えず、通常兵器を使った脅迫事
件についてはさらに少ない。犯罪被害
実態調査などの調査はそうしたデータ
を把握するのに役立つツールである

(Shaw, 2013; Alvazzi del Frate, Hideg, 
and LeBrun, 2020)。

上述した通り、各国のGBV発生率に
関する統計データの収集と提示だけで
は、個別の事件ベースで武器の輸出リ
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助長の折に使用されたことを確認し
たが、これらはATT関連のリスク評価
で検討する必要がない。また、GBVの
行為やその助長に使われた通常兵器
の情報について記載がある数少ない
例では、単に使われた兵器は「銃」であ
るとしか書かれていないこともままあ
り、いくつかの事件についての記載で
は、「拳銃」や「ライフル」などとのみ記
載されており、それ以上の具体的な記
述がなかった（表1参照）。また、他の事
件についての記載には、GBV事件の描
写にある「銃声」や「発砲」などの表現
から銃器が使われたことが推測される
ものもあった。多くの報告書が特定の
国における14 GBVと小型武器の普及
率の関連性を示唆しているものの、正
確に分析するには詳細な情報があま
りにも少ない。

表1には、WGETIの推奨する一般
公開情報を元に、紛争状態にあるか、
殺人率の高い国におけるGBV事件の
報告の中で、3つの条件の情報が得ら
れた事例をいくつか挙げた。本研究チ
ームは、そのような状況下でのGBV事
件のパターンを特定するために、これ
らの資料を確認した。様々な形態の
GBVが見られたが、身体的な暴力と性
的暴力が最も多かった15。数は限られ
ているものの、表1は、3つの条件の情
報が揃った事件を見つけるのが一筋
縄ではいかないことを示している。

GBVのリスクを評価する
ために現在実施されてい
る輸出管理評価の例
実際に国がどのようにリスク評価を実
施しているのか、より良く理解するた
め、本節では、国の輸出管理方法の例
を見ていき、ATT第7条4項の実施と、輸
出した通常兵器が武力紛争以外で重
大なGBV行為、またはその助長のため
に使用されるのを防止するための優れ
た例を紹介する。 

ATTの初回報告、ATTベース
ライン評価プロジェクト
（ATT-BAP）、書面の声明に
見る、現行の実施方法に関
する情報
ATT締約国のGBV関連条項の実施に
ついては、CSP5における「ジェンダーと
GBV」のテーマ別セッションで提出され
たオランダの声明から、締約国が置か
れている一般的な状況を垣間見ること
ができる

「オランダでは、日々の輸出許
可業務の中でまだ試行錯誤し
ている段階であり、もっと改善
できるし、改善しなければなら
ないと考えている。今後も引き
続き、この件について他国から
学べるよう、優れた事例を共有
し て い け れ ば 良 い と 思 う
(Netherlands, 2019, p. 3)。」

現行の実施方法を理解するため、
本調査報告書は、締約国が一般公開
しているGBV関連の情報、すなわち（第
13条の定めにある）締約国が条約実
施のために取った措置を記した初回
報告書、ATTベースライン評価プロジ
ェクト（ATT-BAP）16 のアンケート結果、
また、締約国がCSP5及びCSP6で発表
した書面による声明を確認した。

ATT初回報告のテンプレートは、第
7条4項の実施について明示的には情
報を求めていない。質問3.Dでは「国の

（輸出）リスク評価手順には、第7条1項
(a) 及び (b)、第7条4項の基準が全て
入っていますか」と聞いてはいる。45の
締約国がこの質問に「はい」と答えた
か、他の情報を記載して、そうであるこ
とを示唆している17。

ATT-BAPの質問7.C.iiは、武器の移
転を許可する前に「ジェンダーに基づ
く暴力行為」について考慮しているか、
明確に尋ねている。これには、63か国
のうち51か国が、「はい」と回答した 

（ただしこれにはATTの非締約国を含
む）。

CSP5において、各国の事例を共有
し合い、第7条4項の実施を促進してい
くべき、というGBVとジェンダーに関す
る議長の決定草案が出された際には、
大多数国が賛同したものの、ベルギー
と南アフリカは、各国のやり方を調査
する既存の取り組みや「他のフォーラ
ム」で進められている「ジェンダーにつ
いての補足と探求」との「重複」は避け
るべきであると述 べた (Belgium, 
2019; South Africa, 2019)。とは言え、
国の武器移転管理制度の中で第7条4
項をどのように実施しているのか、そ
の詳細を述べたのは、カナダとドイツ
だけだった18。ドイツは、CSP5に対する
書面の声明の中で、「EU共通の立場基
準2を行使する」ことで第7条4項を実
施して いると述 べ た ( G e r m a n y , 
2019)19。一方カナダは第7条1項、第7
条4項に書かれたATTのリスク評価基
準が、改正されたカナダの輸出入許可
法に反映されている、と初回報告書に
記している(Canada, 2020)。この改定
法で、カナダは、重大なGBV行為や女
性と児童に対する暴力行為を評価す
る基準を作成した。これはATT第7条1
項の基準と同等に扱われ、重大なGBV

行為やその助長に繋がるような武器
の輸出や仲介許可を出してはならな
いと定 めている( C a n a d a ,  2 0 1 9 , 
paras. 7.3, 7.4; 2020, 3.I)。カナダの場
合、第7条4項を輸出許可の評価だけ
でなく、仲介に対しても適用している
点は、特筆すべきである。

重要情報保持者インタビュ
ーから知り得た現行の実施
方法
本研究チームは、10の武器貿易条約
締約国の代表者にインタビュー調査を
行い、第7条4項の実施方法と、その課
題を明らかにした。これら10か国は、
通常兵器と小型武器の輸出、地理的
配分、ATTにかかわるGBV課題への対
応経験、インタビューに応じる代表者
の有無20など、いくつかの基準で選定
した。一か国の代表者は2度インタビュ
ーを受けたため、10か国の代表者に
計11回の重要情報保持者インタビュ
ー（KII）を実施することとなった。本調
査報告書では、インタビューを受けた
人はすべて匿名化している。KIIでは以
下の内容について聞き取りを行った：

 第7条4項を実施するために国の移
転管理システムに施した変更

 第7条4項のリスク評価ガイドライン
とリスク軽減措置

 第7条4項のリスク評価の情報源、
そして

 第7条4項の特に小型武器への適
用について

第7条4項を実施するために
国の移転管理システムに施
した変更
KIIの目的の一つは、ATTを実施するに
あたり、締約国が既存の制度で十分に
第7条に対応できると判断しているの
か、あるいは既存の手順に変更が必
要なのかを、把握することにあった。回
答の中で、10人の回答者のうち一人が
GBVは「新しい概念」であり、自国の輸
出許可者がこれを理解するよう、複数
のセミナーを開催しただけでなく、「市
民社会を招待して、彼らの考えるGBV
の概念についてシェアしてもらった」
(KII 4)と述べている。別の回答者は、
自国の輸出許可者はGBVを性的暴力
だけに限定して理解していることが多
く、GBVの概念が狭義に解釈されてい
ると述べた。この回答者はまた、GBV
についてより良く解説した解説書があ
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ると役立つと述べている(KII 10)。回答
国のうち、第7条4項における義務を果
たすために使っている「ジェンダーに
基づく重大な暴力行為又は女性及び
児童に対する重大な暴力行為」の定
義を回答したのは1か国だけである。
この定義は、ATT第6条と7条に関する
WGETI準作業部会へのインプットと関
連して作られたもので、リスク評価の
目的で使用されている。 

「第7条4項のジェンダーに基づ
く重大な暴力行為又は女性及
び児童に対する重大な暴力と
は、ジェンダーアイデンティテ
ィ、ジェンダー表現、または見た
目のジェンダーに基づいて個
人に対して行われる暴力（を含
む）(KII 9)。」

2か国が、リスク評価のために重大
なGBV行為を対象とする基準を別途
設けることを検討していると回答した 

(KII 7; KII 10)。KII実施時点ではどちら
の国もGBVの定義や、リスク評価のガ
イドラインを持っておらず、GBVとの関
連を理由に武器の輸出を許可しなか
った例もなかった。しかしながら、回答
者のうち一方は「適切なリスク評価が
できるよう、特定の基準の策定に取り
組むことが非常に望ましい」と述べて
いる(KII 10)。もう一方は、「国内法で
GBVを定義する単独の基準を設ける
準備を行っている」と述べた(KII 7)。さ
らにある回答者は、「第6条や第7条1
項には当てはまらない（つまり紛争状
態にない）が第7条4項には当てはまる
と判断できる具体的なGBV事例の証
拠を知りたい」と述べている(KII 11)。

回答国でEUに加盟している国は、
自国の移転許可制度は第7条4項に合
わせて変更していないと表明し、EU共
通の立場で提唱されている方法に言
及した(CoEU, 2019)。この方法では、
基準2に基づき、重大なGBV行為又は

その助長に使われるリスクは、最終目
的国における人権法と国際人道法の
尊重の度合いを判断する際に考慮に
入れることを推奨している（注釈19も
参照） (CoEU, 2019, p. 54)。いくつかの
EU加盟国では、こうしたリスク評価を
仲介や通過／積替えの許可において
も行っている。EU共通の立場は「EUの
人権法と国際人道法の遵守の理解で
は、ATT第7条4項にある行為も全て含
まれる」としている (CoEU, 2019, p. 
54)。よって、これらの国は、ATT第7条1
項の規定と合わせて第7条4項は実施
されると解釈している。ある回答者は
こう説明した。

「実務者として言えば、国際人
権法／国際人道法違反にあた
ると思えばリスク評価はそこで
終了します。その詳細まで確認
して条約のどの条項に当ては
まるかまで明らかにする必要は
ありません(KII 11)。」

ジェンダーに基づく暴力、特に女性嫌悪殺人抗議する「無言の行進」を行う人 （々ニカラグアのマナグアにて2017年8月24日撮影）
出典：INTI OCON/AFP
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結果として、これらのATT締約国
は、第7条4項に記された状況に該当
するという理由で輸出が許可されなか
った、近年の具体的な事例を挙げるこ
とができなかった。EU加盟国は、EU共
通の立場の基準に基づいて輸出を許
可しなかった場合、その理由について
の情報を共有している。現行の不許可
通知システムでは、ATT第7条4項に該
当するという理由であったかどうかは
示されない。しかし、EU加盟国のKII回
答者の中には、この問題に対処する新
しい手法が採用できないか検討するこ
とに、興味を示した人も何人かいた。

第7条4項のリスク評価ガイ
ドラインとリスク軽減措置
回答者のうち1名だけ、自国の政府が
国際人道法及び国際人権法違反のリ
スク評価とは別に、GBVのリスクを評
価する具体的なガイドラインを持つと
回答した。他の回答者の回答は、次の
発言に要約される。

「評価は輸出しようとする特定
の物品に対して行うもので、つ
まりそれを使って重大なGBV行
為が行われる、またはそれが助
長されるリスクが あるかどうか
を評価するものである。（輸入
品の）受領国政府がどう行動す
るのか／しないのかが重要で
ある (KII 4)。」

別の国の回答者は、自国政府が
NGOに「紛争中でない国のGBVリスク
のチェックリストの作成」を委任し、「こ
れは（国としての）現在の国内慣行を
超えて探索している作業である」と説
明した(KII 11)。

国内法で重大なGBVのリスクを評
価する独立した基準を定めている国
の回答者は、市民社会と業界関係者と
の公開協議を経て、この改正が行われ
たことを強調した(KII 9)。さらに、輸出
品が重大なGBV行為またはその助長
に用いられるリスクを評価する輸出許
可者を対象に、その分野の専門家によ
る「厳しいトレーニング」が行われたと
いう。この国のリスク評価は、その一環
として、GBV関連のリスクについての
具体的な質問を行うことを求めてい
る。その際、「当該取引によるGBVのリ
スクを判断する」ために、国家政府機
関全体からの「信用できる情報源」を
利用することができるという (KII 9)。こ
れらの質問は、その国のリスク評価表
のGBVに関する独立したセクションに
記載されている。

輸出した武器が重大なGBV行為ま
たはその助長に使われるリスクを軽減

するための具体的措置について述べ
た回答者はいなかった。回答者の中に
は、軽減策を取ることにそもそも懐疑
的な人も、複数いた。例えば、情勢の不
安定な国や紛争の影響を受けている
国々での、治安部隊による重大なGBV
行為への対応を考えた場合（コラム 2
参照）、KIIの回答者は、これらを犯罪と
して系統的に発見し、捜査し、起訴し、
結果有罪とするには、中長期的なアプ
ローチが必要であると感じていた。立
法は名目的な指標に過ぎず、有罪判決
率があって初めて、その法が施行され
ていると言えるのである。よって、この
ような情報は、国レベルの状況を示す
データの一つにすぎず、特定の移転に
関するリスク軽減策にはならない。

ある回答者は、あるEU加盟国が使
用する最終使用者証明書のテンプレ
ートでは、輸出品が重大なGBV行為ま
たはその助長に使われることはないと
明確に証明しているはずだと述べた
が(KII 11)、本研究チームはその国を
特定できていない。

第7条4項のリスク評価の情 
報源

全ての回答者が、大使館と在外公
館、並びに様々な政府機関を、リスク
評価の情報源に挙げた。回答者は少
なくとも税関・国防・外務・諜報・法執
行・貿易にかかわる省庁や政府機関
を、リスク評価全般、そして特に紛争関
連 と人 権 事 例 の 主 な 情 報 源 に 挙 
げた。

ある国の回答者は、第7条4項によ
り国の輸出管理機関の評価能力が向
上したと述べた (KII 4; KII 5)。別の国
の回答者は、国の輸出管理機関と「外
務省内で人権尊重、女性と児童の尊
重、軍縮、核不拡散の評価を担当する
部署」が情報交換を行うようになった、
と述べた(KII 6)。

この情報交換により、武器輸出に
よって特にリスクがある国を特定でき
たという。この「リスクのある国」のリス
トは4カ月に一度更新される22。リスト
に掲載されている国それぞれについ
て、政府の情報源からだけでなく、国
際的なパートナー、一般公開情報、研
究機関からの情報も含まれる。リスク
のある国への武器輸出許可申請が入
ると、大使館と、EUの通常兵器輸出作
業部会など、国際的な情報交換機能
の両方に、情報があるかどうか問い合
わせをする。回答者は、この方法で正
確で信ぴょう性の高い情報が得られる
と述べているが、全ての関連情報を集
めるのにかなりの時間を要することも
あると付け加えた(KII 6)。

G B Vリスク評 価の情 報 源として
WGETIの推奨するもののうち、唯一全
ての回答者が挙げたのがNGOの報告
書である。主にアムネスティ・インター
ナショナルとヒューマン・ライツ・ウォッ
チ（HRW）が人権のモニタリング全般
に対してだけでなく、GBVのリスク評
価にも使える信頼できる情報源として
挙げられた。ある回答者は国連ミッ 
ションの報告書に「役立つ情報がないか
定期的に確認している」と述べ (KII 7)、 
別の回答者は国連文書の中から必要
な情報を見つけ出すには膨大な時間
がかかることがあると強調した上で、
それでもそうした資料は 

「申請を却下し時に示した他の
証拠では企業が納得しない場
合、つまり、却下したことについ
て訴訟になった場合、国連報告
書にある情報のような「確固た
る」証拠が必要となり、有効で
ある(KII 1)。」

別の回答者は、機密情報からは輸
出許可を判断するための有益な詳細
情報が得られる一方、その決定を大臣
が法廷で弁護する必要がある際には、
信頼できる一般公開情報が大変役に
立つことがあると述べた(KII 9)。すな
わち、回答者からすれば、輸出許可の
判断に使える、関連の、信ぴょう性が高
く、定期的に更新されている一般公開
情報を見つけるのが主な課題だとい
うことである。

機関間協力と情報共有は、ATT第7
条4項のGBV条項に関連するリスク評
価に限らず、輸出リスク評価全般にお
いて重要であることは明らかである。
しかし、それには時間とリソースがか
かり、どちらもないことが多い。リソー
スが豊富にある国のKII回答者でさえ、
許 可 申 請 のリスク評 価 の 一 環とし
て、WGETI の要領に挙げられている膨
大な資料を系統的に確認していくこと
は難しいと強調している。上述の通り、
輸出された通常兵器が国際人道法又
は国際人権法の重大な違反行為又は
その助長に使われる可能性があると
いう、信ぴょう性の高い十分な情報が
得られた場合、輸出許可者は、その違
反行為に特にGBVが含まれるかどう
かまでは確認しない。KIIの回答者はま
た、標準化されていない情報をリスク
評価に使うことの難しさも強調してい
る。これには非常に時間がかかり、関
連情報が得られないこともある。この
ため、GBVリスク評価のための信頼で
きる情報を標準化されたフォーマット
で収集し、提示することが不可欠であ
ると思われる。
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第7条4項の特に小型武器
への適用について 
ATTは通常兵器を対象とているが21、 
KIIの回答者は、第7条4項について回
答する中で、それぞれの国では管理リ
ストにある全ての武器がリスク評価の
対象となると回答した。それらの最終
使用者は主に政府である。同時に、ほ
とんどの回答者が、輸出された小型武
器が重大なGBV行為またはその助長
に悪用されるリスクが高まっていると
指摘した。また、小型武器は、既に人権
蹂躙のリスクを評価する際に特にチェ
ックされていることも分かった。ある回
答者は下記のように回答している。 

「流用が多いのは主に小型武
器であり、この種の武器は人権
侵害全般、そして特にジェンダ
ーに基づく暴力によく用いられ
る。小型武器の流用は私的暴
力や家庭内暴力を煽り、GBVに
相 乗 効 果 を もたらして いる 
(KII 6)。」

何人かの回答者は、銃器を非国家
主体に輸出する際のリスク評価の難し
さを挙げた。特に銃器商や民間警備会
社が相手の場合である (KII 1; KII 3; 
KII 6; KII 7)。ある回答者は、こうした場
合最終使用者が不明であるため、リス
ク評価に事件ベースの手法が使えず、

「その国の基本情報と人権蹂躙の全般
的な状況、例えば警察の人権関連記
録や汚職の程度に関する情報などを
利用するしかない」 (KII 1)と回答した。

別の回答者は、銃器商や民間警備会
社への銃器の輸出を許可する前に、 

「その輸入が輸入国の政府によって許
可されていることを示す証拠が必要で
ある」(KII 7)と述べた。この回答者は、
もし個別の事件で銃器が「女性や児童
に対する暴力に使われた場合」、それ
は「その国の管理体制の問題である」
(KII 7)とも語った。国家が領域内で民
間人に兵器を保持することを許可する
リスクをどう考慮するかは、ATTの範疇
ではないということだ。とは言え、輸出
した銃器が紛争地外でGBV行為のた
めに悪用される可能性を減らすため
に、輸出許可のリスク評価指標を提案
することは条約で認められている（コ
ラム 4参照）。

最終見解 
締約国の報告書と、本調査で行ったKII
から得られた実施事例から、以下の点
に着目する必要があるだろう。

 ATTの、家庭内暴力や親密なパー
トナーによる暴力など、GBVを防
止する上での有効性

 輸出許可の判断に役立つ証拠の
構築者としてGBV専門家コミュニ
ティのメンバーを活用すること

 輸 出 され た 通 常 兵 器 が 重 大 な
GBV行為又はその助長に使われる
リスクを軽減するためのより広い
視点に立った対策

家庭内・親密なパートナー
による暴力での銃器利用を
防止するツールとしてのATT

現行の武器輸出管理手法では（特
に銃器が銃器商に供給され、最終使
用者が不明な場合）、武器を伴う家庭
内暴力や親密なパートナーによる暴
力を十分に防止することができない。
この種のGBVは、輸入国が自国の輸入
管理制度及び民間人の銃器保有規制
で防止するのが最も望ましい。

これはATTの中心的な課題ではな
いが、輸出リスク評価に第7条4項で最
低限求められていること以上を望む
場合の追加評価指標となり得る。例え
ば、家庭内暴力と親密なパートナーへ
の暴力の履歴がある者に輸入された
武器が渡らないようにするためには、
輸出リスク評価に、輸入国がそうした
暴力を防止又は軽減するための法律、
規制、行政手続きを持っているかにつ
いての情報を含めることが役に立つ
だろう。現在、どの国がそのような対策
を持っているか分かる国際的なデータ
ベースは存在しないが、研究機関、市
民団体や大使館は、これに取り組むこ
とができるはずだ。また、これらの組織
はそのような法的措置や手続きが実
際に十分に機能しているかどうかにつ
いても、情報を提供することができる
のではないか。どの組織がこの情報を
提供するにせよ、情報は標準化し、リ
スク評価を行う者が容易に入手でき
るようにすべきである。

しかし、GBV歴のある市民に合法
的に銃器を保有させない国の対策に
ついて、締約国が情報共有できるよう
なフォーラムは、ATTでも継続して提
供できるであろう。 

輸出許可の判断に役立つ証
拠の構築者としてGBV専門
家コミュニティのメンバーを
活用する

現状の証拠基盤の限界を克服する
ため、現場のGBV専門家と輸出許可機
関との対話が必要である。対話により、
輸出許可機関がGBVの概念や背景な
どの有用な情報が得られるだけでな
く、GBVの専門家も武器輸出許可の判
断にどのような情報が必要なのかをよ
り良く理解でき、ひいては輸出された
通常兵器がGBVに利用されるのを防
止することに役立つ。

本 調 査 は 、「 武 器 の 情 報 」を
GBVIMSなど既存のGBVモニタリング
ツールに入れるのを検討することを提
案する（コラム 3参照）。このツールに

コラム 4 輸出リスク評価指標の提案：輸入国は民間人に銃器の保有
を認める前にGBVを考慮しているか
CSP5において、アルゼンチンとペルーは、自国内での武器の所有や携帯を規
制する自国の制度が、民間人の銃器の保有を許認可又は不許可とする前に、
どのようにしてGBVのリスクを考慮しているかを説明した。アルゼンチン(2019, 
p. 3) は、ジェンダーに基づく、または家族内暴力の申し立てや報告は、「規制
対象品」の民間人の保有の許可判断に影響すると述べた。ペルー (2019) は、
民間人の銃器保有が許可されなかった理由の多くは、申請者が女性やその家
族に対して暴力を行ったことにあると述べた。アルゼンチンはまた、治安部隊
の中でGBV関連の申し立てがあった要員には武器の使用を制限する措置を取
っていると報告している(Argentina, 2019)。

スモール・アームズ・サーベイがイギリス連邦における民間保有規制について
行った調査から、家庭内暴力で有罪になった者や、女性や児童に暴行した履歴
のある民間人に対しては、銃器保有を認めないのは、アルゼンチンとペルーだ
けではないことが分かった(Colinas with Dungel and Holtom, 2020)。知る限
り、現在そうした民間人の銃器保有に関する法的規制のある国が全て分かる
情報源はない。しかし、そうした法の情報は多くの国に関して入手可能なため、
銃器がGBVや重大な人権蹂躙行為に使われる可能性を減らすためのリスク評
価を行う際には活用できるのではないだろうか。



誰のリスクか？ 13

は既に加害被疑者の主な職業につい
てカスタマイズ可能な質問があり、「警
察」「国軍」「非国家武装集団／反政府
勢力／民兵」「治安部隊」の個別カテゴ
リーもある。「事件の詳細」に、武器が
使われたかその場にあったかどうか、
そして武器の種類の簡易な分類（拳
銃、ライフル、山刀、包丁など）を加え
れば、非常に参考になる。ATT第2条1
項に規定された他の軍用品や武器
で、GBVを助長するのに使い得る（例え
ば装甲車）も含めることができる。もち
ろん、GBVをモニタリングする他のツー
ルについても、同様の検討が可能であ
る。重要なのは、データ収集のプロセ
スを系統的な手法で行うこと、そして
結果をリスク評価に使えるよう、標準
化し、容易に入手できる形で情報を提
供することである。

輸出された通常兵器が重大
なGBV行為又はその助長に
使われるリスクを軽減する

本 調 査から、輸 出された武 器 が
GBVを含む国際人道法・国際人権法
違反行為に使用されるリスクを軽減す
る措置の効果には、全体的に懐疑的
な意見が多いことがわかった。しか
し、ATT締約国の多くが、その初回報告
書と締約国会議の声明の中で、第7条
の適用には最終使用者証明書（EUC）
が有効な「リスク軽減策」であると述べ
ている。これについて、「軍需品」の政
府系最終使用者への輸出で用いるス
イスのEUCでは、最終使用者は「これ
らの物品が攻撃的な方法で民間人に
対して使われることはない」と証明し
なければならないため、第7条4項も
黙示的に包むと言えるかもしれない 
(Switzerland, 2020)22 。しかし、具体
的にどのような措置を講じてそのリス
クを防止するのか（例えば流用の防止
など）まで求めることが有効かどうか
も検討しても良いかもしれない。

上述の通り23、ある締約国は輸出さ
れた通常兵器が重大なGBV行為やそ
の助長に使われることはない、と明示
的に保証させることを検討しているよ
うだ。これは、国連軍縮研究所が最終
使用者の管理について行った調査の
中で述べていること、つまりATT締約
国は「受領者が輸入品を（中略）ATT第
6条および第7条に従って使用すること
を保証することを求めてはどうか」と
い う 内 容 と 一 致 す る ( H o l t o m , 
Giezendanner, and Shiotani, 2015, 
p. 96)。このリスク軽減措置は、輸入国
で活動するNGOや他機関から最終用
途条項に反しているという証拠が提示
された場合に、それに輸出国側が対応

して行動できるならば、最も効果が高
いだろう。

しかしながら、この論点については
様々な意見があることから、軽減措置
の特定とフォローアップについては、国
家と市民社会も交えた議論など、さら
なるステップが必要であろう。

結論
本調査、ATTモニタリング報告書

2019年版 (Control Arms Secretariat, 
2019, p. 28)、および他の公開フォーラ
ムにおいて、輸入国での重大なGBV行
為を根拠に輸出を却下したいう情報
を 提 供 し た 締 約 国 は 無 い 。た だ
し、GBV行為が国際人道法又は国際人
権法違反とみなされて輸出が却下さ
れた可能性はある。さらに、輸出国は
武器を使ったGBVが広く行われている
アクターを含む、国連の武器禁輸の対
象となっている組織への武器移転を
許可することはない。今後は、却下の
情報の提供方法を見直す国が出てくる
かもしれない。例えば、カナダはGBVを
理由に許可しない事例にまで報告対
象を広げる可能性を示唆した。他の
ATT締約国がこれに追随する可能性
もありそうだ。

第7条4項の実施に関する議論と、
流用の情報交換フォーラムを設立する
という決定 (ATT Secretariat, 2020, 
para. 40) からすると、輸出の不許可を
報告する同様のフォーラムの設立も考
えられる(Holtom and Bromley, 
2011, p. 37)。そのようなフォーラムが
あれば、ATT締約国は第7条4項に基
づく輸出申請の却下だけでなく、より
広範に第6条と第7条の実施について、
情報を共有できるだろう。

本 調 査のインタビューに応じた
ATT締約国の代表者のほとんどが、第
7条4項は比較的狭義に解釈し、第7条
1項に列記された犯罪、特に国際人道
法及び国際人権法違反に限定した解
釈をしていると述べている。一方でいく
つかの市民団体は、第7条4項にはあ
らゆる種類のGBVが含まれるとみなし
ている。この両極にあって、幾つかの回
答国は既存の輸出管理の枠組みに第
7条4項のための追加の基準を設ける
ことを検討しているが、この基準が国
際人道法・国際人権法違反に関する
既存の基準とどう異なるかは、明確で
はない。このため、締約国の現行の移
転リスク評価制度や、この政府ツール
が出せる結果機能の限界と、この政府
ツールによってGBV報告やその疑いが
多い国への武器の流出を阻止したい
市民団体との間には、「期待のギャッ
プ」があるようだ。

ATTは国際的な武器取引とGBVを
関連づけた初めての法的拘束力を持
つ条約である。この2つを関連付けた
ことには大きな意味があるものの、問
題はほとんどこれが実務に生かされて
いないことだ。武器輸出許可者は、彼
らの理解では、輸出申請を却下するよ
うなGBVの種類は、すべて国際人道法
又は国際人権法違反で既に網羅され
ているはずだと述べている。さらに、不
許可とするために必要な証拠基盤（具
体的には個別のGBV行為、加害者、使
用 され た 輸 出 武 器 ）は 不 足してお
り、GBVはそもそも報告されないこと
が非常に多い。 このため、ATT締約国
とその輸出許可者も手詰まりのよう
だ。しかしながら、重大なGBV行為の
背景をより明確にするために、GBV事
件の報 告 頻 度ややその質を向 上さ
せ、ATTのフォーラムをベストプラクテ
ィスの共有に活用するようにすれば、
締約国が第7条4項の GBV条項をより
うまく利用することができ、ひいてはこ
の条項が意図すること、すなわち人の
苦しみの軽減に繋がるだろう。  

略語
ATT 武器貿易条約
ATT-BAP ATTベースライン評価プロ
ジェクト
CEDAW 女子差別撤廃委員会
CSP 締約国会議
EUC 最終使用者証明書
GBV ジェンダーに基づく暴力
GBVIMS ジェンダーに基づく暴力の情
報管理システム
HRW ヒューマン・ライツ・ウォッチ
IASC 機関間常設委員会
ICRC 赤十字国際委員会
IHRC ハーバード大学法科大学院国
際人権クリニック
KII 重要情報保持者インタビュー
NGO 非政府組織
WGETI 効果的な条約導入のための作
業部会
WILPF 婦人国際平和自由連盟

注釈
1 ATTの全文は国連総会 (2013)参照。
2 これらの犯罪の一因となり得るかどうかに

言及する第7条4項と対象的。下記参照。
3 下記「ジェンダーに基づく『重大な』暴力行

為を理解する」と題した項に第6条と第7条
に 含 ま れ る G B V 犯 罪 の 種 類 を 例 示 
している。

4 IASCは人道支援を強化するために、国連
と国連外の人道パートナーによって1991
年に立ち上げられたフォーラム。 

5 目的の一つに「通常兵器の国際貿易を規
制し、又はその規制を改善するための可能
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な最高水準の国際的基準を確立するこ
と」とある(UNGA, 2013, art. 1) 。

6 第7条2項に「輸出を行う締約国は、1(a)又
は(b)の規定において特定されるリスクを
軽減するために実施され得る措置、例え
ば信頼の醸成のための措置、又は輸出国
を行う国及び輸入を行う国が共同で作成
し、合意した計画があるか否かを検討す
る」とある(UNGA, 2013, art. 7) 。

7 一定の制約はあるものの、第8 条1項では
輸入を行う締約国は、輸出を行う締約国
が輸出評価を行うことを支援するため「適
切な、及び関連する情報が提供されること
を確保するための措置をとる」ことを義務
付けている(UNGA, 2013, art. 8(1))。

8 このように推奨される資料には、例えば
CEDAW、武器禁輸に関する国連専門家パ
ネル、国連の国別ミッションなどによる報
告書、赤十字国際委員会の性的暴力に関
する報告書、WILPFのGBVやATTに関する
報告書、アムネスティ・インターナショナル
やコントロール・アームズの報告書などが
ある。

9 具体例は国連人権高等弁務官 (n.d.)参
照。

10 WILPF (2016, pp. 22–23) に記載されてい
るような時間的制約や、KIIの 回答者9との
フォローアップのやりとりで挙げられたよ
うな予算の制約、などがある。

11 この点については、スモール・アームズ・サ
ーベイの世界の暴力による死亡者データ
ベースは、手始めに銃器によるものを含む
男女別の暴力による死亡者数と傾向を把
握するのに役に立つかもしれない(Small 
Arms Survey, n.d.)。

12 バングラデシュ、ブルンジ、カメルーン、チャ
ド、中央アフリカ共和国、コロンビア、コー
トジボワール、コンゴ民主共和国、エチオ
ピア、ギリシャ、ギニア、ハイチ、イラク、ヨル
ダン、ケニア、レバノン、リベリア、リビア、マ
リ、ミャンマー、ネパール、ニジェール、ナイ
ジェリア、パキスタン、フィリピン、シエラレ
オネ、南スーダン、タンザニア、タイ、トルコ 

（シリアへの越境支援関連）、およびウガン
ダである(GBIVMS, n.d.c)。

13 GBVIMSは国際救済委員会、国連難民高
等弁務官事務所、国連人口基金、ユニセ
フ、そして国際医療団の代表者による運営
委員会が監督する機関間イニシアチブで
ある。

14 例えば国連総会 (2015, p. 9; 2019, para. 
53)

15 親密なパートナーによる暴力や家庭内暴
力が女性への暴力の大部分を占めている
とされるにもかかわらず、調査した書類で
はほとんどそれらについて触れていなかっ
た。(UNODC, 2019)。

16 ATT-BAPは条約の義務付ける内容につい
て明確な指針を示し、締約国の実施能力
についてベースライン評価をしようとする
ものである。詳細はATT-BAP参照 (n.d.)。

17 2020年10月30日時点で、ATT事務局はウ
ェブサイト上で77件の初回報告書の受領
を報告しており、うち62件がウェブサイトで
一般公開されている(ATT Secretariat, 
n.d.)。

18 第6回締約国会議へのニュージーランドの
書面による声明は「条約の締約国は通常
の輸出管理の意思決定プロセスの中で、
ジェンダーに基づく暴力のいかなるリスク
についても評価すべきである」と強調して
いるが、どのようにその評価をするのか、詳
しくは述べていない (New Zealand, 2019)。

19 EU共通の立場の基準2によれば、EU加盟
国は「国際人権文書や国際人道法の掲げ
る関連原則に対する輸入国の態度」を評
価し、輸出品が「国内の弾圧に使用され」
たり「国際人道法の重大な違反に使用さ
れ」たりする「明確なリスク」がある場合に
は輸出を許可してはならず、「国連、EU、ま
たは欧州評議会の管轄機関が深刻な人権
侵害があると確立した国（中略）への輸出
許可を判断する場合には、特に注意と警
戒を怠ってはならない」とある (CoEU, 
2019)。

20 参加国は西欧5か国、アジア2か国、東欧2
か国、そして南北アメリカ1か国。これらの
締約国からは、回答が匿名であることを条
件にインタビューに参加してもらった。

21 第2条に「この条約は、次の区分の全ての
通常兵器について適用する。(a) 戦車 (b) 
装甲戦闘車両  (c) 大口径火砲システム (d) 
戦闘用航空機 (e) 攻撃ヘリコプター (f) 軍
艦 (g) ミサイル及びその発射装置 (h) 小型
武器及び軽兵器」とある (UNGA, 2013, 
art. 2)。

22 この手法は許可を得た政府系最終使用者
に対して使用するものであり、民間最終使
用者に対して使用するものではない。

23 「第7条4項のリスク評価ガイドラインとリス
ク軽減措置」と題した節の末尾 
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スモール・アームズ・ 
サーベイについて

スモール・アームズ・サーベイは小型武器および武器を用いた暴力に関して、中立
的かつエビデンスに基づく、政策に関連する情報を提供する国際的な研究拠点で
ある。小型武器と武器を用いた暴力の問題についての知見、情報、分析の主な国
際的情報源として、政府、政策立案者、研究者や市民社会に対してリソースを提供
している。スイスのジュネーブに拠点を置き、国際開発研究大学院の提携プログラ
ムである。安全保障学、政治学、法学、経済学、開発学、社会学、および犯罪学の専
門知識を持つ国際スタッフが在籍しており、50か国以上の研究者、パートナー機
関、NGO、政府などのネットワークと協働している。

詳しくは、こちら：www.smallarmssurvey.org。
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